








士は、1987 年の法制化から 30 年余りが経過し、近年は毎


























札幌 仙台 さいたま 千葉 横浜 川崎 相模原 
新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 
岡山 広島 北九州 福岡 熊本 
２）所長：20 市のうち、専任の所長がいるのは半数の 10
市だが、その中に社会福祉士の有資格者は 1 人もいない。
兼任の所長では、名古屋が 16 人のうち 1 人、堺が 2 人の
うち 1 人が有資格者。20 市のなかで、社会福祉士の所長
はその 2 人だけ。名古屋を上回る 18 人の兼任所長がいる
横浜も、最多の 24 人いる大阪も有資格者は 0 人。 
３）次長：次長を置いているのは 7 市であり、総数にして
63 人だが、そこに社会福祉士は 0 人。 
４）課長：課長専任者と、査察指導員との兼務者という区
分があるが、その前者が 20 市合計で 634 人いるうちの 14
人、後者が 22 人いるうちの 1 人に資格あり。 
 有資格者数は、課長専任者が 26 人の川崎に 4 人、29
人の福岡に 4 人、62 人の大阪に 3 人、133 人の横浜に 1
人、40 人の名古屋は有資格者 0 人。査察指導員指導員と
の兼務者が最多の 15 人いる神戸に 1 人の有資格者あり。 
５）課長補佐・係長：課長補佐・係長の専任者が、20 市
合計で 1,256 人おり、そのうち 31 人が有資格者で、査察
指導員との兼務者 722 人のうち 73 人が有資格者。 
 専任者での有資格者率が特に高いのが、川崎で 43 人中
10 人（23.3％）。12 市で有資格者が 0 人だが、106 人中
の 0 人（名古屋）や 98 人中の 0 人（北九州）から、2 人
中の 0 人（相模原）まで多様である。 
 兼務者では、74 人中 35 人(47.3 %)が有資格者の横浜が
突出して高率であり、絶対数としても最多である。兼務者
の人数では横浜を上回る 84 人ながら有資格者は 0 人の京
都と対照的である。 




人中 7 人（14.9％）で、割合としては最大。 
この区分の職員がいない市が 11 市。 
７）現業員（専任） 
 専任の現業員の中に、有資格者が 1 人もいないという政
令市はさすがになかったが、岡山のように 136 人の現業
員を擁しながら社会福祉士はただ 1 人（0,7％）だけとい
う所があった。この区分全体では 7,161 人中 1,383 人
（19.3％）だが、その平均値を大きく上回り、20 市の中
で際立って高率なのが 101 人中 50 人（49.5％）の新潟で
ある。これに次いで高率なのが堺の 44.2％（197 人中 87
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